
一般社団法人日本アロマセラピー学会 役員選出に関する規程

第１章 総 則

第１条 この規程は、一般社団法人日本アロマセラピー学会定款第２０条に定める評議

員の選出および同第３４条に定める理事及び監事の候補者の選出について適用する。

２ この規程は、理事会の議決を経て、変更することができる。

第２章 評議員の選出

第２条 評議員の定数は、３０名以上５０名以内とし、選挙で選出する。

２ 定数に満たない場合には理事会において、この法人の会員職種、地域構成比等を考慮

し、各職種より選出する。ただし、これによっても選出される評議員が定数に満たない

場合は、本規程第５条を考慮し理事による推薦も受理することがある。

３ 評議員の就任時の年齢は、満７５歳未満であることを要する。

第３条 評議員の被選挙権は、立候補日現在において、以下の条件を具備している者が有

する。

(1)この法人の正会員であり、かつ会費を完納していること。

(2)臨床系会員は、立候補日現在においてこの法人が発行する有効な認定証を取得している

ことがのぞましい。基礎系の研究者会員は、アロマセラピーに深い知識、研究業績を有す

ること。

(3)アロマセラピーの正しい普及・進歩・発展に寄与していること。

２ 評議員の選挙に立候補しようとする者は、必要書類を添えて第８条に定める期間内に

選挙管理委員会に届け出なければならない。

３ その他評議員の被選挙権について疑義のある時は選挙管理委員会の決定に従うものと

する。

第４条 正当な理由がなく、任期中社員総会に全く出席しなかった者、また本学会、地方

会、研究会などで学術発表がないなどの場合は、次期の立候補を認めないことがある

。

第３章 理事及び監事の候補者の選出

第５条 理事及び監事の候補者は、評議員の中から選出する。ただし、理事及び監事に立

候補しようとする者は、引き続き５年以上この法人の正会員であることを要する。

２ 理事及び監事の選挙に立候補しようとする者は、必要書類を添えて第１３条に定める

期間内に選挙管理委員会に届け出なければならない。

３ 前項によって選出される理事が定数に満たない場合は、理事長が推薦し理事会の承認



を受けたものを特任理事とする。理事会において、この法人の会員職種を考慮し多職

種より選出することができる。特任理事の任期は１年として再任をさまたげない。

特任理事の就任時の年齢は、次の第５条４に準ずる。

４ 理事の就任時の年齢は、満７５歳未満であることを要する。

５ 副理事長は、理事長が推薦し、理事会の議決によって選任する。

６ 理事及び監事は、この法人の職員を兼ねることができない。

７ 正当な理由がなく、任期中理事会に全く出席せず、又は各種委員会の委員長、副委員

長の職務を遂行しなかった場合などは、次期の立候補を認めないことがある。

８ 第１項及び第１８条の定めにも拘らず、監事について必要があるときには、正会員以

外のものであっても理事長が推薦し理事会の承認を受けた者を選挙により選出された

ものとみなす。

第４章 選挙管理委員会

第６条 この法人の評議員の選挙並びに理事及び監事の選挙管理業務は、選挙管理委員会

が行う。

２ 選挙管理委員会の委員長は、理事長の指名により選出する。

第７条 選挙管理委員長は、正会員の中から若干名を選挙管理委員候補者として指名し、

選挙管理委員会を設置する。

２ 選挙管理委員の任期は 2 年とし、再任を妨げない。

３ この法人の評議員の選挙並びに理事及び監事の候補者選出に関する被選挙権の有無

の審査業務は、選挙管理委員会が行う。

４ 選挙管理委員会は評議員、理事、監事其々の選挙の日程を作成し実行する。

第５章 評議員の選挙

第８条 選挙管理委員会は、第２条第３項及び第３条第１項に規定する条件を満たす者を

評議員候補者として、選挙実施年の選挙管理委員会員会の定める期間に立候補の届出

を受け付ける。

第９条 選挙管理委員会は、評議員立候補者名簿及び投票用紙を、定める期日までに全正

会員に送付する。

第１０条 評議員の選挙は所定の投票用紙を用い、定める期間に選挙管理委員会に到着し



たものを有効投票として扱う。

第１１条 選挙管理委員会は、有効投票用紙の集計を行い、定める日までに当選者を確定

し、その結果を理事会に報告する。

第１２条 評議員の選出にあたり疑義が生じたときは、選挙管理委員会の決定に従うもの

とする。

第６章 理事の候補者の選挙

第１３条 選挙管理委員会は、第５条第１項及び第３項に規定する条件を満たす者を理事

の候補者として、任期満了日の属する年の選挙管理委員会の定める期間に立候補の届

出を受け付ける。

第１４条 選挙管理委員会は、理事の立候補者の資格を審査し、立候補者名簿及び投票用

紙を、定める期日までに全評議員に送付する。

第１５条 理事の候補者の選挙は所定の投票用紙を用い、定める期間に選挙管理委員会に

到着したものを有効投票として扱う。

第１６条 選挙管理委員会は、有効投票用紙の集計を行い、定款で定める理事の定員に満

たないとき、あるいは決選投票が必要な場合は予備選挙期間を利用し、任期満了日の

属する年の定める期日までに当選者を確定し、その結果を理事会に報告する。

第１７条 理事の候補者の選出にあたり疑義が生じたときは、選挙管理委員会の決定に従

うものとする。

第７章 監事の候補者の選挙

第１８条 選挙管理委員会は、第５条第１項及び第３項に規定する条件を満たす者を監事

の候補者として、任期満了日の属する年の選挙管理委員会の定める期間に立候補の届

出を受け付ける。

第１９条 選挙管理委員会は、監事の立候補者の資格を審査し、立候補者名簿及び投票用

紙を、定める期日に全評議員に送付する。

第２０条 監事の候補者の選挙は所定の投票用紙を用い、定める期間に選挙管理委員会に



到着したものを有効投票として扱う。

第２１条 選挙管理委員会は、有効投票用紙の集計を行い、定款で定める監事の定員に満

たないとき、あるいは決選投票が必要な場合は予備選挙期間を利用し、任期満了日の

属する年の定める期日までに当選者を確定し、その結果を理事会に報告する。

第２２条 監事の候補者の選出にあたり疑義が生じたときは、選挙管理委員会の決定に従

うものとする。

第８章 理事長候補者の選挙

第２３条 理事長候補者 は理事長就任予定時に満75歳未満であることを要する。

第２４条 理事長の選挙に立候補しようとする者は、立候補届を選挙管理委員会が定め

る期間内に届け出なければならない。

第２５条 理事長選挙の方法

１ 理事長候補者が複数ある場合は選挙とし、６月の社員総会直後の理事会において行う

。

２ 候補者となった理事は、６月の社員総会直後の理事会において理事長就任に対する抱

負を述べる。

３ 出席した各理事が、記名の上、候補者のうち１人に投票する。（記名投票 ）

４ 投票用紙は選挙管理委員会が用意する。

５ 過半数の票を得た候補者を理事長とする。

６ ３の投票において、過半数を得た候補者がないときは、当該投票における上位の得票

候補者２人について決選投票を行い、多数を得た候補者を理事長とする。

７ ６の決選投票において、得票数が同数の場合は、くじで決める。（くじの方法は選挙

管理員会が決定する）

８ １において候補者が１人しかいなかった場合は、当該候補者より理事長に就任した場

合の抱負を述べてもらい、その上で各新理事に信任の可否を伺い、信任されれば当該

候補者を理事長とする。信任は挙手過半数とする。

９ 公示期間経過後、理事長候補者がいない場合、又は８において当該候補者が不信任と

なった場合、６月の社員総会後理事会において、出席した理事が記名のうえ理事長候

補者名を1名記入し投票し、過半数の票を得た者を理事長とする。



１０ ９の投票において、過半数を得た者がないときは、当該投票における上位の得票者

２人について決選投票を行い、多数を得た者を理事長とする。

１１ １０の決選投票において、得票数が同数の場合は、くじで決める。（くじの方法は

選挙管理員会が決定する）

第２６条 理事長が辞任または死亡した場合は、副理事長が速やかに 臨時理事会を招集

し、前条の方法に準拠して新たな理事長を選出する。

施行 平成 23 年 11 月 1日
改正 平成 24 年 11 月 1日
改正 平成 26 年 6 月 15日
改正 平成 26 年 12 月 2日
改正 平成 27 年 4 月 19日
改正 令和 2 年（2020 年）6 月 20 日

改正 令和 4 年（2022 年）11 月 20 日

改正 令和 6 年（2024 年）12 月 9 日


